
マテリアル革新力強化戦略の
フォローアップについて

令和３年６月
内閣府

資料１



１．マテリアル革新力強化戦略の策定について

２．マテリアル革新力強化戦略のフォローアップについて

３．マテリアル分野に関する国内外の最新動向



マテリアル革新力強化戦略の策定について
１．マテリアル戦略の策定
「統合イノベーション戦略2020(令和2年7月閣議決定)」
○ マテリアル・イノベーションを創出する力（ポテンシャル）である「マテリアル革新力」を強化するための政府
戦略を、ＡＩ、バイオ、量子技術、環境に続く重要戦略の一つとして、産学官関係者の共通のビジョンの下
で策定する。

２．策定の経緯
・2020年10月に第1回有識者会議を開催。その後、2021年2月の第5回まで毎月開催。
・2021年1月、中間論点整理を報告。「第6期科学技術・イノベーション基本計画」にも反映。
・2021年3月、有識者会議として、「マテリアル革新力強化戦略案」をとりまとめ、公表。
・2021年4月、第9回統合イノベーション戦略推進会議において、「マテリアル革新力強化戦略」を決定。

（参考）第6期科学技術・イノベーション基本計画における記載
マテリアルは、我が国の科学技術・イノベーションを支える基盤技術であるとともに、リチウムイオン
電池や青色発光ダイオードなど、これまで数多くのイノベーションを生み出し、世界の経済・社会を
支えてきた。一方、近年、マテリアルを巡る国際競争が熾烈になり、従来、我が国がこの分野で有していた強みが失われつつ
ある中、残された「強み」を生かしつつ、戦略的な取組を強化する必要がある。
このため、第６期基本計画期間中は、「マテリアル革新力強化戦略」に基づき、国内に多様な研究者や企業が数多く存
在し、世界最高レベルの研究開発基盤を有している強みを生かし、産学官関係者の共通ビジョンの下、産学官共創による
迅速な社会実装、データ駆動型研究開発基盤の整備と物事の本質の追及による新たな価値の創出、人材育成等の持
続発展性の確保等、戦略に掲げられた取組を強力に推進する。
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（参考）マテリアル革新力強化戦略（概念図）

ESG/SDGs意識の高まり

・ マテリアルはカーボンニュートラルやサーキュラー
エコノミー(循環経済)に直結
⇒ マテリアルの位置付けの高まり

ESG/SDGs意識の高まり

・ マテリアルはカーボンニュートラルやサーキュラー
エコノミー(循環経済)に直結
⇒ マテリアルの位置付けの高まり

社会実装が遅い

・ 社会を変える力を本来持つが、ドラスティックな
変化としては見えにくい
⇒ 早く世に出し、走りながら変えていく姿勢

社会実装が遅い

・ 社会を変える力を本来持つが、ドラスティックな
変化としては見えにくい
⇒ 早く世に出し、走りながら変えていく姿勢

国際状況

・ 技術覇権争いの激化、サプライチェーンの脆弱性、
EU環境政策等
⇒ 希少資源の確保や循環経済の重要性

国際状況

・ 技術覇権争いの激化、サプライチェーンの脆弱性、
EU環境政策等
⇒ 希少資源の確保や循環経済の重要性

我が国の強み(高い技術力、優れた人材、良質なデータ、高度な研究施設・設備、産学官の連携関係等)に立脚した差別化

「マテリアル革新力」（マテリアル・イノベーションを創出する力）を強化するための戦略を、
政府の重要戦略の一つとして、産学官関係者の共通のビジョンの下で策定

アクションプラン

マテリアル革新力を高め、 経済発展と社会課題解決が
両立した、持続可能性な社会への転換に世界の先頭に
立って取り組み、世界に貢献

• Society5.0の実現
• 世界一低環境負荷な社会システムの実現
• 世界最高レベルの研究環境の確立と迅速な社会実装による
国際競争力強化

目指すべき姿

戦略策定の意義

〇 革新的マテリアルの開発と迅速な社会実装
・ バリューチェーンの上・下流／業種横断的／産官学からなる、社会課題解決型プラットフォームの推進（ロールモデル︓CLOMA）
・ スタートアップ等が保有する未活用・埋没技術の活用促進
・ 重要なマテリアル技術・実装領域での戦略的研究開発の推進 等
〇 マテリアル・データと製造技術を活用したデータ駆動型研究開発の促進
・ 良質なマテリアルの実データ、ノウハウ、未利用データの収集・蓄積、利活用促進（マテリアルDXプラットフォームの整備）
・ 製造技術とデータサイエンスの融合、革新的製造プロセス技術の開発（プロセス・イノベーション・プラットフォームの構築）
〇 国際競争力の持続的強化
・ 資源制約の克服に向け、希少金属等の戦略的なサプライチェーン全体の強靭化（供給源の多角化・技術開発・設備導入支援等）
・ サーキュラーエコノミーの実現に向けた制度整備と技術開発・実装（プラ資源︓2035年までに使用済プラ100%リユース・リサイクル等）
・ 産学官協調での人材育成（マテリアル分野の魅力向上、優秀な人材の確保、出口人材・データ人材の育成等）
・ 国際協力の戦略的展開（国際ネットワークの戦略的構築、戦略的な標準化の推進等）

有識者会議等において、着実にフォローアップを実施するとともに、
政府と産学の有識者による一層の議論と連携により、不断に改善
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マテリアル革新力強化戦略のフォローアップについて①
１．戦略の推進体制
・マテリアル革新力強化戦略に基づく取組の実効性を確保し、取組を確実に推進する観点から、「マテリアル
戦略有識者会議」に加え、関係府省庁からなる、「マテリアル戦略タスクフォース」において、国内外の最新
動向を適時適切に把握するとともに、本戦略について、着実にフォローアップを実施する。
・特に、マテリアルをめぐる動向が急速に変化する現状を踏まえ、重点的に取り組むべき複数のテーマを設定
し、有識者会議の下に、政府と産学の有識者が徹底的に戦術を議論できる場を設置し、その議論も踏ま
え、関係府省等の施策に反映するなど、本戦略及びアクションプランの見直しを行う。
・具体的には、アクションプランに基づき、テーマごとにそれぞれの担当部局が中心となり、産業界の当事者やア
カデミアの最前線の研究者等を巻き込んで実質的な調整・推進を行うワーキンググループ等（設置形態は
テーマ次第）を設置する。随時、検討内容を有識者会議に報告することで、戦略全体の進捗や方向性を
議論し、不断に改善を図ることで、本戦略に基づく取組の着実な推進及び成果の最大化を図る。

有識者会議等において、着実にフォローアップを実施するとともに、
政府と産学の有識者による一層の議論と連携により、不断に改善

会議体 有識者会議 ワーキンググループ等

構成員 ・有識者会議構成員
・タスクフォース・メンバー（関係府省庁）

・アカデミアの最前線の研究者
・産業界の当事者・業界団体
・関係府省庁 等

役割
・戦略の実効性確保・フォローアップ
－戦略全体の進捗や方向性の議論、不断の改善
－重点的に取り組むべきテーマの設定
－アクションプランの進捗フォロー、見直し

・重点的に取り組むべきテーマの戦術の検討
－重点テーマに関する調整・推進
－検討内容の有識者会議への報告

開催頻度 ・当面、年２回程度開催（１月／６月）
・戦略策定後の第１回は2021年６月に開催 ・随時開催
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マテリアル革新力強化戦略のフォローアップについて②

５

第1回マテリアル戦略有識者会議
資料2（令和2年10月21日）

２．重点的に取り組むべきテーマ
・当面、マテリアル戦略の4つの視点(柱)も踏まえ、以下のテーマを重点的に産学官の関係者で検討。関連
施策を推進するとともに、検討内容を有識者会議に報告・議論。なお、国内外の最新動向を踏まえ、テーマ
は柔軟に見直すこととする。
① マテリアルデータの収集・蓄積の環境整備
② 製造プロセス技術とデータ科学の融合
③ カーボンニュートラル等に資する社会課題解決型プラットフォームの推進
④ ＬＩＢリサイクルの社会実装
⑤ 重要なマテリアル技術・実装領域での戦略的研究開発



マテリアル革新力強化戦略のフォローアップについて③
（参考）重点テーマに関するマテリアル革新力強化戦略における主な記載

重点テーマ 戦略における主な記載（アクションプラン）
①マテリアルデータの
収集・蓄積の
環境整備

・産学官の連携により収集・蓄積すべきデータに関し、我が国のマテリアルの将来的な競争力の確
保と強化の視点において、優先的かつ戦略的に収集・蓄積すべきデータ領域の同定やデータの
収集・蓄積における基本方針を産官学の専門家により議論の上、データの収集・蓄積を推進

②製造プロセス技術と
データ科学の融合

・2026年度を目途に、最先端計測・解析技術を活用・高度化し、一気通貫の製造プロセス設
備と連携させることで製造プロセスをデータ化し、ＡＩモデル・プロセスシミュレーションを活用した、
プロセスの普遍化・高度化のためのプロセス・インフォマティクス基盤技術を構築
・５Ｇ／６Ｇ対応の電子機器等に必要となる高信頼性ファインセラミックスを実現するために、先
端計測技術に基づく焼結等のメカニズム解明、プロセスシミュレーション技術、及びＰＩによる革
新的製造プロセスの技術開発を実施

③カーボンニュートラル
等に資する社会課題
解決型プラットフォーム

の推進

・コスト面等で課題のあるマテリアルの社会実装にあたっては、上流・下流／業種横断的／産学
官から成るプラットフォームを通じ、連携することによるビジネス化に向けた課題やそれに対する取
組の見える化が有効である。例えば、プラスチックリサイクルの分野においてこれを実現している
ＣＬＯＭＡの取組を支援するとともに、同趣旨の他分野への取組の拡大を図る

④ＬＩＢリサイクルの
社会実装

・リチウムイオン電池（ＬＩＢ）に含まれているマテリアルを、最大限有効かつ効率的に活用して
いくための課題整理を2021年度末までを目途に行うとともに、2020年代後半までにリサイクル
の技術開発や環境整備等を行い、ＬＩＢリサイクルの社会実装を目指す

⑤重要なマテリアル
技術・実装領域での
戦略的研究開発

・2021年度までに、カーボンニュートラルやSociety5.0の実現など社会的ニーズの高さ、技術的
難易度と実現性、データ駆動型研究との親和性の観点から、重点的に取り組むべきマテリアル
分野の技術課題を、研究コミュニティの議論を通じて具体化。2022年度以降、課題解決に向
けたプロジェクトを本格的に推進 ６



（参考）「マテリアル革新力」強化による競争優位性の構築
（出典）公益社団法人日本化学会 論説
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（参考）ＪＡＣＩ／ＧＳＣシンポジウム

（出典）公益社団法人新化学技術推進協会(JACI) ８

日 時︓2021年6月28日(月)・29日(火)
テーマ︓ダイナミック・ケイパビリティ

変化する社会へ－新化学の挑戦
Ｈ Ｐ︓ http://jaci-gsc.com/10th/

＜特別講演＞
「マテリアル革新力強化による経済発展と
社会的課題解決の両立」
澤田 道隆
（マテリアル戦略有識者会議 座長
/花王株式会社 取締役会長）



（出典）化学工業日報

（参考）マテリアル強国・日本のとるべき道
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• 2020年10月、菅内閣総理大臣が「2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指す」ことを宣言。
• 宣言を踏まえ、経済産業省が中心となって関係省庁と連携し、2020年12月に「2050年カーボンニュートラル
に伴うグリーン成長戦略」を策定したところ。

• 国内ではこれまで以上に産業界・アカデミアにおける脱炭素社会実現のための研究開発・取組が加速すると考
えられ、欧米、中国、韓国においても意識が高まっていることがわかる。

*生分解性プラスチック技術、繊維強化プラスチック技術、廃棄物リサイクル技術
* *オーストリア、ベルギー、スイス、チェコ、ドイツ、デンマーク、スペイン、フィンランド、フランス、イギリス、
ギリシャ、アイルランド、イタリア、オランダ、ノルウェー、ポルトガル、スウェーデンの合計

(件)
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マテリアル分野における最新動向①～脱炭素関連特許の動向～



従来の目標 気候変動サミット(2021.04.22)
を踏まえた目標

カーボンニュートラル
目標年

日本 2030年︓▲26％（2013年比） 2030年︓▲46％（2013年比） 2050年
EU 2030年︓▲55%（1990年比） 変更なし 2050年

英国 2030年︓▲68%（1990年比） 2035年︓▲78%（1990年比）
※2030年目標の変更はなし 2050年

米国 2025年︓▲26～28％（2005年比） 2030年︓▲50～52％（2005年比） 2050年
中国 2030年までに排出量を削減に転じさせる 変更なし 2060年

（資源エネルギー庁HPより︓
https://www.enecho.meti.go.jp/about/spe
cial/johoteikyo/carbon_neutral_01.html）

 2050年カーボンニュートラルを表明した国︓124カ国・1地域
（全世界のCO2排出量に占める割合は37.7％（2017年実績）

CO2削減マイルストーン
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マテリアル分野における最新動向②～カーボンニュートラルに関する世界動向～



会社 カーボンニュートラルに関する表明内容 表明時期

三井化学
 対象︓Scope1+2
 2050年︓カーボンニュートラル
（2050年までに▲80％の削減＋カーボンネガティブ技術で実質ゼロ）
 2030年︓▲40％(2013年比)=▲240万トン

2021年6月2日

旭化成

 対象︓Scope1+2
 2050年︓カーボンニュートラル(実質排出ゼロ)
 2030年︓▲30％以上(2013年度対比)
 全体方針
① 自社事業活動で排出されるGHG量の削減
② 事業／技術による社会のGHG量削減への貢献

2021年5月25日

富士フイルム

 対象︓Scope1+2+3 or 使用エネルギー
 2050年︓使用エネルギーによるCO2排出量をゼロ
 2030年︓▲45％(2013年比)＝▲211万トン、購入電力50％再エネ化
 貢献
 2030年︓社会でのCO2排出削減累積量90百万トンに貢献
 2030年︓環境配慮認定製品｢Green Value Products」の売上高が

全体の60％をカバー

2020年3月

積水化学
 対象︓Scope1+2+3(一部︓国内輸送、オフィス)
 2050年︓カーボンニュートラル
 2030年︓▲26％(2013年比)=▲25万トン、購入電力100％再エネ化

2020年8月27日
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マテリアル分野における最新動向③～脱炭素に向けた国内企業動向～



会社 カーボンニュートラルに関する表明内容 表明時期

BASF

 対象︓Scope1+2(推定)
 2050年︓カーボンニュートラル
 2030年︓▲25％(2018年比)=▲548万トン

CO2排出量︓2,190万トン(2018) ⇒ 1,643万トン(2030)
(1990年比で▲約60%。EU目標(▲55%)をクリヤー）

2021年3月26日

Dow
 対象︓Scope1+2+3
 2050年︓カーボンニュートラル
 2030年︓▲15％(2020年比)＝▲500万トン

2020年6月17日

会社 目立った動き 日時

Exxon
Mobile

・株主総会にて、株主であるエンジン・ナンバーワン（株保有率︓0.02%）が
「現経営陣の環境対策の甘さが将来の配当をリスクにさらしている」と主張、
取締役の刷新を求め、同社が推薦した２名が取締役（総数12名）に選任。

2021年5月26日

Shell
・オランダ・ハーグの地方裁判所が、ロイヤル・ダッチ・シェルに対し、CO2の
純排出量を2030年までに19年比で45%削減するよう命じる判決を出す。
（Shellは控訴中）

2021年5月26日
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マテリアル分野における最新動向④～脱炭素関連の海外企業動向～



 主要国の政策は、目の前のコロナ対策から、ポストコロナに向けた成長戦略へ大きくシフト
 科学技術・イノベーション政策は、経済安全保障上の懸念の高まり、現実化する気候危機など差し迫る課題に
対処するため、科学技術・イノベーション政策を「ミッションオリエンティッド」に大きくシフト

米 国 欧 州 中 国

 バイデン新政権の主な政策提案

• 政府科学技術関連投資をＧＤＰの
0.7%(約15兆円）から２％（約45兆円）
に引き上げを表明

• 先端・新興技術の研究開発、医療
機器や半導体・通信関連部品など
必要不可欠な産業を支える基盤
技術支援

 「アメリカ・イノベーション競争法」の
上院通過（2021年6月8日）

• 半導体、AI、次世代通信など経済
安全保障で中国への対抗のため、
5年間で総額2500億ドル（約27兆
円）の国家予算を投じる内容

主導的地位を確保するため、
産学官の総力を結集

 ３月に開催された全人代で「科学
技術の自立自強を国家発展戦略
の柱として、要となる技術開発の
攻防戦に打ち勝つ」と表明

 2021-2025年の5ヵ年計画で、
研究開発費を年7％以上増

※既に官民の研究開発投資は日本の倍

（約41兆円）

 先端７分野を明示

①次世代AI、②量子情報、

③半導体、④脳科学、⑤遺伝子、

⑥臨床医学、⑦宇宙

科学技術の自立自強で、技術開発
の攻防戦に打ち勝つ

 ＥＵでは復興基金を設立し、2021年
からの３年間で、コロナ禍からの復興
等に資する取組に資金提供

 そのうち気候変動対策に2500億ユー
ロ、デジタル移行に1350億ユーロの
計3,850億ユーロ（約46兆円）を投資

 2021年からの7ヵ年の研究開発投資
である“Horizon Europe”では955億
ユーロ（約11.5兆円）※のうち、全体
予算の35％（約４.3兆円）を気候変動
対策に充当

※ 欧州委員会予算の他、各国は別途独自の
研究開発予算あり

 課題解決に焦点を絞った分野横断的
なミッションを設定

域内共通課題である気候変動対策
とDXを最優先課題と位置づけ
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マテリアル分野における最新動向⑤～技術覇権争いの更なる先鋭化～
急展開する世界の科学技術・イノベーション



• 6月8日、米国連邦議会上院本会議で米国・イノベーション競争法を承認。上院ホームページでは、「中国がAI、量子
コンピュータなど7つの「フロンティアテクノロジー」に研究と投資を集中しているところ、新興技術の研究・開
発・設計・製造で世界をリードする国は、大きなアドバンテージを持つため、米国にとって本法案が必要である。」
との認識が示されている。

• 本法案は4月20日に米国上院委員会で可決された「戦略的競争法案」や国家安全保障強化のために米国にとって重要
な10の技術分野に支援等を行う「エンドレス・フロンティア法案」等が一つの法案にまとまったもの。

（NSFが重視する１０技術分野）
① AI、機械学習、その他ソフトウェア
② 高性能計算（HPC）、半導体、その他先進コンピューター・
ハードウェア

③ 量子情報科学技術
④ ロボティクス、自動化、その他高度製造
⑤ 自然または人為災害の防災、減災
⑥ 高度通信技術、AR等没入型技術
⑦ バイオテクノロジー、医療技術、ゲノム学、合成生物学
⑧ サイバーセキュリティ、データストレージ、データ管理技術
⑨ 先端エネルギー、バッテリ、産業効率、先進原子力エネルギー
⑩ 先端材料科学、エンジニアリング、その他注力分野関連探索

• 重要技術における米国のリーダーシップを強化等するために、
NSF にテクノロジー・イノベーション局を新設。
（今後5年間*でNSFに810億ドル割り当てられ、そのうち290億ドルを
テクノロジー・イノベーション局に支出）

• 重要技術に関連した研究を行う大学や研究機関に対し、5年間*
で96億ドルを支出。

• 重点技術分野におけるSTEM教育および労働力開発のために、
5年間*で52億ドルを支出。

• NASAの有人着陸システムに5年間*で100億ドルを支出。

【本法案における技術や研究に関する主な事項】

• エネルギー省に対してエネルギー関連の研究開発等に5年間*で169億ドルを支出。
• 半導体・通信機器の生産、研究の強化に5年間*で540億ドルの支出（うち20億ドルは自動車向の半導体に割り当て）。
• 商務省に技術ハブ（技術開発に関連する技術の成熟化、起業家育成活動等を実施）に5年間*で100億ドルを支出。

【その他の特記事項】
• 連邦政府機関が、中国共産党の影響を受ける団体などからの無人航空機システムの調達を禁止。
• 北京オリンピック・パラリンピックの外交的ボイコットを実施。
• 一部の政府職員等が外国政府の人材採用プログラムの参加禁止。

研究開発のみならず、サプライチェーン、製造、教育、労働力開発にも投資

＊本法案に関する投資総額については、本法案提出者のChuck Schumer議員のHP及び米国報道(CNBCやｳｫｰﾙｽﾄﾘｰﾄｼﾞｬｰﾅﾙ等)によれば2,500億ドル(約27兆円)
($1=\109換算)

*2022年から2026年の5年間
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マテリアル分野における最新動向⑥～米国・イノベーション競争法案について～
【米国上院議会HP（2021/5/19）を基に作成】



日米首脳会談（2021年4月16日）

日米両国は､イノベーションを推進し､パンデミックを終わらせ､気候変動危機と闘うとともに､
両国の人的つながりを強固なものとすべく､菅総理とバイデン大統領との間で、
「日米競争力・強靱性(CoRe: Competitiveness and Resilience)パートナシップ」を立ち上げ
＜科学技術関連の主な項目抜粋＞
① 競争力・イノベーション （特にデジタル分野）
･･･がんムーンショット、バイオ・テクノロジー、人工知能(AI)、量子科学技術、民生宇宙協力（アルテミス計画、小惑星探査等）、
安全な情報通信技術(ICT)等

② コロナ対策・グローバルヘルス・健康安全保障
･･･（ワクチンや治療薬に関する協力に加えて）感染に関するシミュレーションデータを含め、データ及び実践的な知見を共有

③ 気候変動・クリーンエネルギー及びグリーン成長・復興
･･･クリーンエネルギー技術に関するイノベーション、開発及び普及における連携・支援を行う

Ｇ７コーンウォール・サミット（2021年6月11～13日）

G7首脳コミュニケの附属文書として「Research Compact (研究協約)」を発出
 「開放性(openness)」、「相互主義(reciprocity)」及び「協力(cooperation)」が、G7共通の価値であること、そして可能な限り
オープンで、安全かつ効果的な国際協力を支える原則を、堅持し守るため協働することにコミットすることを、G7諸国間で確認。

 また、Covid19の経験を教訓に、将来の様々な未曾有の危機への備えとして、また人類共通の課題解決に資するものとして、国境
を越えたオープンで、迅速かつ機動的な研究協力、データ共有の重要性を確認。

 研究データの共有を促す「オープン・サイエンス」や、安心した国際研究協力を促すための研究者・研究組織における「研究セキュリ
ティ・インテグリティ」の重要性を考慮し、WGを開催して専門家の意見も聞きながら、具体的な議論・協力を進めていくことに合意。

１８

マテリアル分野における最新動向⑦～最近の科学技術外交の動きについて～



 第６期科学技術・イノベーション基本計画策定後、更に①各国間の技術覇権争い、②気候変動問題について大きく変化
 これらを踏まえ、今後１年間で取り組む科学技術・イノベーション政策を具体化

国民の安全と安心を確保する持続可能で強靭な社会への変革

(1)多様で卓越した研究を生み出す環境の再構築
 2020年度に強化した博士課程学生支援の着実な実施
創発的研究支援事業の充実、URAの認定制度の創設
科学技術の国際展開戦略の策定

(2)新たな研究システムの構築（オープンサイエンスとデータ駆動型研
究等の推進）
公的資金で得られた研究データの概要情報（メタデータ）の検索・利活
用体制等の構築

研究施設・設備・機器の整備や共用化の推進

(3)大学改革の促進と戦略的経営に向けた機能拡張
 10兆円規模の大学ファンドへの拡充について本年度内に目途
世界と伍する研究大学の要件等をまとめ、新たな法的枠組みを策定し、
次期通常国会に提出

地方大学振興パッケージを策定し、共創拠点として整備

GIGAスクール構想の実現に向けた学校支援体制の整備
CSTIのもとに設置する中教審委員の参画を得た検討の場の設置
企業の従業員のリカレント教育の導入促進の環境整備

重点的に取り組むべき施策 ～第６期基本計画・Society 5.0の具体化～

❶ 知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化

一人ひとりの多様な幸せと課題への挑戦を実現する教育・人材育成

５官民連携による分野別戦略の推進 資金循環の活性化 司令塔機能の強化

(1)サイバー空間とフィジカル空間の融合による新たな価値の創出
包括的データ戦略の策定
Beyond 5G（基金活用開始）、半導体・デジタル産業戦略の推進

(2)地球規模課題の克服に向けた社会変革と非連続なイノベーションの推進
革新的環境技術の研究開発（グリーン基金等の活用）
地域脱炭素ロードマップ、みどりの食料システム戦略等に基づく脱炭素社
会・循環経済・分散型社会への移行加速

(3)レジリエントで安全・安心な社会の構築
安全・安心のためのシンクタンク機能の立上げ、重要技術を育成するプロ
グラムの具体化等、総合的な安全保障の確保

(4)価値共創型のイノベーション・エコシステムの形成
スタートアップ支援のための拠点都市を中核とした支援体制強化、
新SBIR制度に基づくスタートアップからの政府調達の増大

(5)次世代に引き継ぐ基盤となる都市と地域づくり（スマートシティの展開）
スーパーシティの指定、都市OSの社会実装(2025年までに100地域）
スマートシティの横展開、国際標準等を活用した市場の創造

(6)様々な社会課題を解決する研究開発・社会実装の推進と総合知の活用
ムーンショット型研究開発の抜本的強化、次期SIP課題候補検討
ガイドライン改訂等の研究インテグリティの自律的な確保

【基盤技術】環境変化に伴う新AI戦略の策定・量子戦略の見直し、

ワクチン等の開発・生産体制の強化を含めたバイオ戦略

の実行、マテリアルDXプラットフォームの実現など、世界

最先端の研究開発、拠点形成や人材育成等を推進

【応用分野】健康・医療、宇宙、海洋、食料・農林水産業など課題解決

に向けた出口を見据え、産学官が連携して取組を推進

今後５年間で政府研究開発投資30兆円、
官民120兆円の投資目標の設定

EBPMの徹底による政策の質の向上と
科学技術関係予算の確保、ESG投資、

民間投資の誘発、

イノベーション化の促進

エビデンスシステム（e-CSTI）の
AIの活用など機能拡張、EBPM

の推進

基本計画の進捗把握・分析と

統合戦略との連動に向けた

基盤構築

❷

❸

❹ ❻❺

１９

マテリアル分野における最新動向⑧～統合イノベーション戦略2021(概要)～


